




























































































































































































































































































































































































略 記  ) [ b 和 文  Ā Ā
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A Statement OrBasl'c AccouDtL'Dg Theoz･y ( 基 礎 的 会 計 理 論 に 関 す る 報 告





















り､ 1933 　 年 に 　Securities Act of 1933 ( 証 券 法)､ 1934 　 年 に 　Securities




行 し た 企 業 は 強 制 開 示 と し て 年 次 報 告 書(Annual report)､ 四 半 期 報 告 書
(Quarterlyreport)､ 臨 時 報 告 書(Currentreport) を 提 出 し な け れ ば な ら
ない｡
その後､株主等は企業の過去情報だけでなく､将来の企業業績を予測でき
る よ う な 情 報 も 求 め る よ う に な る｡ し か し 証 券 取 引 委 員 会(Securities and
ExchangeCommission 以 下｢SEC｣ と い う) は､ 将 来 の 企 業 業 績 を 予 測 し う
る将来情報を記載することを禁止していた｡しかしその後株主等の情報開示
- の 要 請 の 高 ま り に 応 じ る よ う な 形 で､ セ ー フ･ ハ ー バ ･ー ル ー ル(safe
harbor rule)を制定することを条件に将来情報を開示できるようになった｡
さ ら に 年 次 報 告 書 に お い て も､ 経 営 者 に よ る 討 議 及 び 分 析(Management
















る こ と が で き る｡ 現 在 で は 国 際 会 計 基 準 審 議 会(International Accounting
Standards Board 　 以 下｢IASB｣ と い う) に お い て 国 際 財 務 報 告 基 準

















2006 　 年 米 国 公 認 会 計 士 協 会 の 検 討 委 員 会 が 公 開 草 案"EDhaDCed Busl'DeSS
Reportl'Dg" ( 以 下｢EBR｣ と い う) を 公 表 し た の を 皮 切 り に､ 2007 年 イ ギ
リ ス のCSR 推 進 団 体Account for Sustainability が 従 来 はCSR 報 告 書 に 含
められていたサステイナビリティ情報､つまり企業の持続可能性についての
非財務情報を財務情報と関連させて年次報告書に含め開示する｢Connected
Reporting｣ を 提 案 し､ そ の フ レ ー ム ワ ー ク を 公 表 し た｡
さ ら に 国 連 環 境 計 画 の｢ 責 任 投 資 原 則(Principles for Responsible
lnvestment)｣ に お い て｢ 環 境(Environment) ･ 社 会(Social) ･ ガ バ ナ ン ス
(Governance) ( 以 下｢ESG｣ と い う)｣ 情 報 に 関 す る 議 論 も 進 ん で い る｡ く
5
わ え て 国 際 統 合 報 告 評 議 会(The International Integrated Reporting
Council 以 下｢HRC｣ と い う) に お い て も､ 2011 年9 月 に デ ィ ス カ ッ シ ョ





















































































3) た と え ば 森 川 【1985a 】 ､ 伊 藤 【19861 ､ 浅 羽 【1992 】 等 が あ る｡ た と え ば 伊 藤 【19861
は デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー を 構 成 す る 要 素 と し て､ 情 報 の 質( 要 素q:quality) ､ 情 報
の 対 象 と す る 範 囲( 要 秦C :coverage)､ 開 示 の タ イ ム ミ ン グ( 要 素T:timing) ､ 開
示 の 方 法( 要 素W:way) の4 つ を 考 え､ デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー の 有 効 性 は 各4 要 素



















































































































4) た と え ばBall&Brown 【1968]､ Beaver 【1968]､ 桜 井 【1993]､ 薄 井 【2002 】､ 薄 井
[20051 等 が あ る0
5) た と え ばOhlsonl1995]､ 岡 部 【2011 】 等 が あ る.
6) た と え ば 広 瀬 【19891､ Lev&Zarowin 【1999 】､ 石 川･ 向 山 【2003], 中 候 【20041､ 石
川･ 小 菅 【20051､ Wyatt 【20081､ Dhaliwaletal. 【2010]､ Simpson 【2010] ､ 中 候
【20121 等 が あ る｡
7) た と え ば 伊 藤 【19861 ､ 加 賀 谷 【2007 】 ､ 円 谷 【2010 】 等 が あ る｡
8) た と え ばMiller 【2010] ､ Lehavy, FengLi, Merkley 【2011 】 ､ 北 川 【20111 ､ Huang,


























































































































10) 香 村 【19961 p.110
ll) 万 代 【2004] p.50
12) 岡 部 【2007b 】p.1186
13) 岡 部 【2007b]p.1186
14) 岡 部 【2007b 】p.1186
17
報の提供をする働きのことである｡情報提供機能は､アメリカ会計学会が























15)AAA 【1966 】p.1( 飯 野 訳 【1975 】 p.2)
16) 安 藤 【1997] p.354
17) 安 藤 【2002]p.3
18) 安 藤 【1988]p.44
19)安藤は簿記の空洞化を会計の情報化としている｡
20) 安 藤 【2007b 】 p.742
21) 落 木 【1999 】p.171



























23) 桜 井 【20071p.678
24) 桜 井 【2007]p.678
25) 桜 井 【2007 】p.678
























Chen 　 の 研 究 で は､ 第 一 義 の 　Stewardship 　 を 社 会 に 対 し て 行 い､ 第 二 の
Stewardship を 株 主 に 対 し て 行 う と し た｡ 第 一 義 のStewardship を 果 た す た め
に､ ソ ー シ ャ ル･ レ ポ ー テ ィ ン グ(social reports) を 用 い て 示 し､ 第 二 の
Stewardship を 果 た す た め に､ 財 務 報 告(financialreports) を 用 い て 示 す と し
















責任のあり方 俥k4h-檍ﾇi4,ﾂ権限を慎重に実行する義務.受託 責任 h耳ｶ,ﾅ7FWv&G6/檍,X,B*,*Ii?,ﾅ7FWv&G6/ｩH甁,X,H*,BĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
責任の立場 俥蝌/液ﾈ+X,H*(.ｨtﾈ+X,H*(,(,b資本の運用に対する責任について h耳ｶ,ﾅ7FWv&G6/惠+ﾘ+x+ﾘ-,唏5ﾈｸ5h88ｲﾈ7ﾈｸ6X4(984.ﾇ'薮&'2w*(,H麌+ZIi?,ﾂ7FWv&G6/惠+ﾘ+x+ﾘ-唏ﾞk_Xﾇ'ｗ'G2w*(,H麌+rĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀいう代理人としての責任 俥k_ﾙ-ﾈ,X+x.9D2ĀĀĀĀĀĀ














託 制 は､ 責 任､ 権 限 を 暗 示 し て い る｡ そ の た め 財 務 諸 表 は 経 営 受 託 制




















31) Littleton 【1953 】 p.79 ( 大 塚 訳 【1955 】 p.115)
32) Littleton 【19531 p.79 ( 大 塚 訳 【1955]pp.115-116) 英 国 に お い て､ 代 理 人 会 計(agency






係 な し に 会 計 責 任(accountability) が 存 す る こ と が 示 さ れ て い た｡ 複 式 記 入 は 所 有
権に焦点をおくものであるから､管財人の正規の報告には適当ではない｡複式記入
は新たに課された責任､および解放された新旧の責任を集計するための勘定分類､












い た34) と い う｡










に 説 明 し て い る｣ 35) と し て い る｡ ま たAccounting は｢1. 取 引 を 記 録 し 報 告 す




33)Littleton & Zimmerman 【1962] p.53 ( 上 田 訳 【1976 】 pp.75-76)
34)Littleton & Zimmerman 【1962 】 p.54 ( 上 田 訳 【19761 p.77)
35)Kohler 【19701 p.6( 染 谷 訳 【1973 】 p.6)
36)Kohler l19701 pp.7-8 ( 染 谷 訳 【1973 】 pp.8-9)


















て 財 産 管 理 上 の 受 託 会 計 責 任(fiduciaryaccountabilities) の 推 移 の い き さ つ を
首尾一貫して解明すること｣ 40)を､簿記がになう会計責任解明職能としてい







38) 岩 田 【1953] p,13
39) 岩 田 【1953 】 p.14
40) 片 野 【19681 pp.15-16
41) 片 野 【1968 】 p.18
42) 片 野 【19681p.23





























44) 片 野 【1968 】p.23





Beaver は､ 財 務 諸 表 の 目 的 に 関 す る 初 期 の 見 解 は 受 託 責 任 観(stewardship
function)にもとづくものが支配的であり､ ｢経営者の受託責任の遂行状況を
容易に評価できる｣ 48)と指摘している｡財務報告の役割は､財務諸表の報告





















47) 日 本 会 計 研 究 学 会 【1976]p.9
48)Beaver 【19811( 伊 藤 訳 【1986]p.21)
49) 森 川 【1985a]p,8
50) 森 川 【1985a 】p.8






























ら 跡 づ け､ こ れ を 財 務 情 報 と し て 開 示 す る こ と に あ る｣ (p.505) と し て い る｡
53) 武 田 【19861 p.26
54) 武 田 【1986 】 p.26
55) 武 田 【19861 p.26






























57) 武 田 【19931 p.8




























60) 浅 羽 【1994 】p,48
61) 落 木 【1999 】p.171








(Reliability) の 検 討 を 行 う｡ 信 頼 性 は さ ま ざ ま な 面 で 使 用 さ れ て お り､ そ
の 時 々 で さ ま ざ ま な 意 味 を も つ 用 語 と 考 え ら れ る｡ Reliability､ Credibility､
Trustworthy､ Integrity な ど は す べ て 信 頼 性 と 訳 さ れ る も の で あ る が､ 本 論















図 表1-2 で は､ FASB､ IASB､ ASBJ の 概 念 フ レ ー ム ワ ー ク に お け る 信 頼











特 質  播 4 " D 4 " 5 ( ｲ Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
基 準  v R 基 準  v R 基 準  v R
意思決定 に固有の 基本的特 悼 ﾘｲpara.52 儷ﾈﾋｸ+X.h*H,h+x.,ﾈ/(們,儷ﾈﾋｲpara.31 隗ﾈ-ﾈ-ﾈ+ﾚH+ｸ.ｨ*ｩtﾉw,X*.ﾘ-第二章第六項 izyｲ靄)Eﾉｲ餠ﾈﾋｸ,ﾉ(們ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
することにかかっており､それは沸 凾ﾜ､信頼し得るものでなければならな 剞ｫなどに支えられ､会計情報が信 
定値が表現上の特性をもっているこ とを情報利用者に対して保証するこ i. 凾｢.情報は重大な誤謬及び偏向が除去 され､またそれが表示しようとする か､あるいは表示されることが合理的 に期待される事実を忠実に表現したも のとして利用者が信輸する場合に､信 頼性の特性を有する 刳|こ足る情報であること 
会計的記述または滑走がどの程度検 証でき､かつ､表現上どの程度忠実 であるのかにかっている &(表現の忠実性)情報が信頼性を有す るためには､それが表示しようとする かあるいは表示されることが合理的に 期待される取弓ほの他の現象を､忠実 に表示しなければならない ĀĀ
一 方 で､ IASC のFramework Jbr the Pz･epaz･atl'oD and Pz･eseDtatL'oD Of'











信 頼 性 は｢ 忠 実 な 表 現(faithfulrepresentation)｣ に 換 え ら れ､ 意 思 決 定 有 用 性
を規定する質的特性から除かれ､ ｢忠実な表現｣ -と変化することとなった









い し 副 次 的 で あ っ た が､ IASB&FASB の 新 し い 概 念 フ レ ー ム ワ ー ク で は｢ 財
務報告の目的に関して経営者の受託責任(会計責任)がこれまでより重さを
増している｣ 65)とし､財務報告の目的として受託責任が再浮上していると考
え て い る. IASB&FASB で は､ 2006 年 公 表 のPreliminaryViews Conceptual
Fz'am e work fbL･ Fl'DaDCl'al Reportl'Dg/ Objectl've orFl'DaDCl'al ReportL'Dg, aD d




(paras.S7-sll)｡ そ の た め に､ 財 務 報 告 の 目 的 か ら 受 託 責 任 を 除 く こ と が 勧











FASB､IASB､ASBJ の 概 念 フ レ ー ム ワ ー ク に お け る 信 頼 性 を 比 較 す れ ば､
情報作成者において､企業にかかる情報を誤謬や偏向がなく､忠実に表現す
れる情報を生み出すために使用されるプロセスが誤謬なく選択され､適用されたこ
と(para.QC15) を 示 し て い る｡
64) 安 藤 【2012]p.22
65) 安 藤 【2012 】p,23
66) 大 日 方 【20051p.41






























69)Holthausen & Watts 【2001]









コ ア な( 異 常 な) 利 益 は､ ク リ ー ン･ サ ー プ ラ ス 利 益 の 代 わ り と な り､ 利 益
要素が評価に無関係でありえること明らかにしている71)0




先 行 研 究 を ま と め れ ば､ Holthausen &Watts､ Choi, 0' hanlon & Pope
の研究は､経営者が保守的会計を行なうことで検証可能な情報､裁量の幅が
小 さ く な り､ 信 頼 性 の 役 割 が 高 ま っ た こ と を 主 張 し て い る｡ 一 方 　Zang､









71)pope & Wang 【2005 】









1-3 は､ ASOBAT､ ASOBAC ( AStatementofBasicAuditingConcepts 以
下｢ASOBAC｣ と い う)､ ア メ リ カ 公 認 会 計 士 協 会(American Institute of
Certified Public Accountants 　 以 下｢AICPA｣ と い う) のIMPROVING









比 較 4BASOBAC uD55x4x984ﾈ985 雲ﾙĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
情報利用 饑y駅,h+X,Hﾋｸﾝﾘ*h-彧xﾉ8ｨ1.主題が自己の要求に適合しているか否かを 饑y駅*ｩTｹwh,h+x.饑,ﾚH.h.x*ｹ_ｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
家､債権者､従業員､株式卵価､政府機 ﾘ.ﾘ-唔y駅,ﾘ饑>vX,ﾈ煇/ﾗ8.ﾒ法､評価する手段､企業の多様な事業および ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
閑､取引先その他があるoそれらの利用者 ｨ, x*" 環境ならびに利用者の個人的選好に依存する 
を代表する､たとえば証券分析家､業者団 y駅,ﾘ*h,+ﾘ饑,ﾈ/Uﾘ幵ｸ,ﾈ-ﾂもの ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
者の情報 ニーズ ﾊHⅸｼhｻｹﾘI┼:ﾙxﾘyo醜,x.ｭﾈ-+ﾘ饑,ﾈ6ｨｸ5ま受け入れるか､あるいは自分の理解にもと づいて受け入れるか)しなければならい 二種類の判断を踏まえた情報のニーズがある ĀĀĀĀĀĀ
情報ニー ズに関す る相違点 饑y駅,h+ｸ.ｨ,ﾈ饑6ｨｸ5ﾉi_ｸ*｢監査の機能として､利用者が行う後者の判 断､つまり､伝達された情報の質の評価を助 けることにニーズがある 饑y駅,ﾈ饑6ｨｸ5ﾙy駅*ｩw*(.兩ｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
広 い  剿 @ に よ っ て も 影 響  
73)AAA 【1966 】p.20( 飯 野 釈p.31)
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74)AAA 【1973 】p.9( 青 木 監 訳･ 鳥 羽 訳p.18)
75)AICPA 【1994]( 八 田･ 橋 本 共 訳p.59)
76)AICPA 【1994 日 八 田･ 橋 本 共 訳pp.59-60)
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き と さ れ て き た｡ こ の よ う な 会 計 シ ス テ ム は､ 利 用 者 指 向 的 会 計(user-


























77) 原 田 【1978 】 pp.26･27
78) 武 田 【1971] p.7
79) 武 田 【1973 】p.87




先 行 研 究 饑,ﾈ5 亊h+x. 儂Hｧ"ĀĀĀĀĀ
武 田 【19711 兀68 都3 記 虎 【2005 】 ĀĀĀĀĀ
利用者指向におけ る情報の重点 冦ｩ4ｸﾘyｸ*.兒Hﾌ(,ﾈ饑/情報の送り手側で提供されるべ き情報内容を決めるのではな く､多元的価値測定をなまのま ま提供する 饑y駅,X,JIMx,ﾈĀĀĀĀĀĀĀĀĀ供 を 主 題 と し て､ 情 報 利 用 者 の 剳j ー ズ に 対 応 し た 情 報 を 提 供 Ā
意 思 決 定- の 役 立 ち を 重 視 し た 凾ｷ る こ と 
情報提供に関する 唸腰,冦ｩ4ﾘ腰,兩ｹd/w*(.,b目的適合性ある経済事象につい て情報提供することであり､事 象の伝達に重点を置くこと 饑6ｨｸ5陌X+ﾘ饑/鹵拪ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

















































英 国 ビ ジ ネ ス･ イ ノ ベ ー シ ョ ン 技 能 省(Department for Business,

































































































日 本 版 ス チ ュ ワ ー ド シ ッ プ･ コ ー ド で は､ 次 の 二 点 が 重 視 さ れ て い る｡ 一
つは企業の持続的成長を促すこと､つまりスチュワードシップ活動における
企業の持続的成長を目指すものとなり､最終的に経済全体の成長-つながる


















シ ッ プ･ コ ー ド｣ と｢ コ ー ポ レ ー ト ガ バ ナ ン ス･ コ ー ド｣ は 両 者 が 適 切 に 機
能することで､ガバナンスの実効性が確保されると期待されている｡






































用 さ れ る｡ こ こ で の 関 連 性(Relevance) と は､ 情 報 が 期 待 ど お り に 効 果 を 発
すること､つまり有効性があることを意味する｡
つ ぎ に､ FASB､ IASB､ ASBJ に お け る 情 報 特 性､ 先 行 研 究 の 比 較 し､ 情 報
利用者の立場から情報開示における関連性(Relevance)を考察する｡図表1-
5 で は､ FASB､ IASB､ASBJ の 概 念 フ レ ー ム ワ ー ク に お け る 目 的 適 合 性 を 比















え る 特 性 で あ る(para.1&para.5)｡




特 質  播 s 2 D s 2 ﾔ ｢
基 準  v R 基 準  v R 基 準  v R
意思決定 に固有の 基本的特 性 冦ｩ4ｸﾘrｲpara.胡 饑y駅,鶇ﾋｸﾝﾘ*h-彧xpapa.盟 饑*ｪItﾉw,X*.ﾘ-x輊ﾈ第二章第二項 8輊ﾈ盈ｩ4亊i+x.饑,X*ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
の事象の成果の予測または事前の期 剪閧ﾌための利用者の要求に適合するも 凾驍ｱと(意思決定との関連性) 
待値の確認もしくは訂正を行わせる 凾ﾌでなければならない○情報臥利用 凾ﾆ､一定の水準で信頼できる情報 
ことによって情報利用者の意思決定 剋ﾒが過去､現在t)しくぐ摘束の事象を 凾ﾅあること(信頼性)の2つの下 
に影響を及ぼしうる 剳]価し､又刷用者の過去の評価を確 認t)しくは訂正するのに役立つことに よって､利用者の師的意思決定に影 響を及ぼす場合に､目的適合性の特性 を有する 刪ﾊの特性により支えられている 
para47 饑y駅,鶇ﾋｸﾝﾘ*h-彧x阿礼27 饑,ﾉuﾉｩ4冩ｨH,hｦﾙDi4ｨｩｨﾍﾒ第二章第三項 h鞐ﾘﾉ8ｨ,ﾉﾈ惠,"ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ











(para.26)､ ｢ 情 報 の 予 測 的 役 割 と 確 認 的 役 割 は 相 互 に 関 連 を 有 す る｣
94)FASBl19801sFAC No,2 qual)'tat)'ve CLaTaCterl'stL'cs orAccouDt)'Dg IDfbm7atL'oD
para.470,FASB 【20101 Conceptual Framework for Financial Reporting
No.8, Chapterl, The ObjectL've ol GeDeTal Puz･pose F)'DaDCL'al RepoTtL'Dg, and
Chapter 3, Qual)'tatL've CLBraCteT)'st)'cs ol UselzJJ Fl'DaDCJ'al IDrOZ･matL'oD.
paras.QC7･QCIO を 参 照 の こ と｡
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価 値 関 連 性(ValueRelevance) は､ 財 務 情 報 や 経 営 情 報 を 用 い て､ 企 業 評
価のための有用性を高めることをいう｡宮本は､会計情報とりわけ利益数値
に限定されず､その他の財務指標から非会計情報(非財務指標)の多元的情









連 性 と 呼 ば れ る) が あ る と の 主 張 が あ っ た｡ し か しJohnson&Kaplan は レ レ
バ ン ス･ ロ ス ト(relevancelost)､ す な わ ち 有 用 性 の 喪 失 を 唱 え た｡ Johnson
& Kaplanは管理会計ないし意思決定会計システムについて､有用性の喪失
95) 宮 本 【2005]pp.232･233





価 値 関 連 性 の 俥k 饑,h,ﾈ 廂&ﾈｭiｸ,ﾉ/i7ĀĀĀĀĀĀĀ
程 度  俘 ( * ) . * " Ā Ā
サ- ベ イ 比 較 Dﾆﾈﾍﾈﾈﾇ 芳WrDrake,Rdstme, 陪Fﾇ7G&UｵﾒFra Ⅸis& 犯 糞#LeV& VF 籠 箸 壇ﾇﾆﾉ'rĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ皿dWdss 【1997 】 彦ﾘVｶﾄReﾒﾆFﾃ 佩ﾒ 沸& 匁ﾃ 佩ﾒĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
調査内容 凉h,i^ｸ廁,ﾈ廂&ﾂ過去の報告書の情報 4h5(ｺIﾙ,ﾈ橙市場収益率を説明す 凉h*ｨｧﾈｿ)Dﾘ+会計デ-タとマ- 亢ｹlﾒﾘ8ｲ佰｢ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
関連性に系麓的な ﾚHｮ仂h廂&ﾊHｩH幵計情報の価値関連 凉iI&ﾈ*h-おける情報開示の状 686x6ｨ8bﾘ,ﾂをモデル化し､スケ- ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
変化を調査 itﾉw,渥hﾅx/+(ﾛ性を調査 宙蝌,ﾂｭiｸ/+(ﾛ祝を調査 冢(,ﾘﾇi4渥i/y駅+ZI¥Hﾙｨ,ﾉﾘy4饑,bNHｧ(+X,I8ｨ徂-b,ﾈﾞk饑,ﾉtﾉwｸ/ﾛル効果に影響されたモ デルとスケール効果な しのモデルとを比較 し､スケールの変化が R2に及ぼす影響や株価 との関係を検証 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
結果 唳yh,iZﾈ廂&ﾂｭiｸ,ﾘ曁ｸ紊D過去の報告書は､投 唸,h檍ﾇiI&ﾈ,ﾈｭB･利益数値および簿価の 関連性はかなりの部分を 失づてい5こと ヰヤツシユウロー,ベー スの収益率や利益の符 号に関しては､同期間に おいてその有用性は低 下していなかつたこと 唸饑*ｨ.+ﾘ.x+x幵報告利益､キャッ シュフロ-､及び 株式価値の有用性 臥過去2昨間悪 化していること示 した 唸ｴｹlﾙwi68,ﾈﾅyH,ﾈ*(/5(986x8ﾘｸ8ｸ+X,*(ﾌ.界#(,ﾈ鳧ﾆNBĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
同 湖 少 し て レ 硬 凾ﾉ 溌 計 的 な 関 連 性 を 刳i へ の 影 響 碓 け る 刳r は 誤 っ た 結 論 を も た 
かつたこと 倬徂,h,,Hwh,示し､要約する財務諸 凾ｽめ､開示絹らせ る 欄示書類を読みに くくさせ､ミスリードを 凾轤ｷo ĀĀĀĀĀ
･利益の増分価値の 関連性が減少してい るが､それは逆に簿 饑/ｭﾈ/+,ﾈ/ﾞﾈ.因zItﾉw,X*.表情報の能力として理 解 欄連性の有効性を支 劔･会計における価値関 連性臥スケールファ クターの変動係数に ĀĀĀĀĀĀĀ
価¢油単関連性を増 加させること 剋揩ｷる証拠を与えた 凾烽ｽらすこと 凾謔ﾁて会計情報と株価 の価値関連性が低下し ていること 










97) Johnson & Kaplan 【1988 】
98) collins, Maydew & weiss 【1997 】
48
Schipper 　 は1952 年 か ら1994 年 ま で の 期 間 の 財 務 デ ー タ を も と に 行 わ れ た
実証研究で､市場収益率を説明する利益数値および(純資産の)簿価の関連





の 妥 当 性 を 測 定 す る た め に､ 決 定 係 数R2 を 使 用 し 調 査 し て い る｡ Brown,Lo



















99)Francis & Schipper 【1999 】
100)Brown, Lo & Lys 【1999 】




Drake, Roulstone & Thornock は 過 去 の 報 告 書 の 情 報 は､ 企 業 価 値､ 株 価
と有用な関係があること､過去の報告書は投資家によって重要な情報を含ん
だものを作り出すことを明らかにした104)0
Collins, Maydew & Weiss､ Drake, Roulstone & Thornock､ Francis &
Schipper ､ Hellstrom は､ 財 務 情 報 と 株 価 の 価 値 関 連 性 を 示 し､ 関 連 性 の 有





















104)Drake, Roulstone & Thornockt20161
105) た と え ばAAA 【1966 】､ Johnson 【2005 】､ 薄 井 【20081､ 徳 賀 【20081､ 藤 井 【2010]


















(para.44) と さ れ る｡ ま た 特 性 間 に お け る ト レ ー ド･ オ フ 関 係 で は｢ 情 報 利
用者が異なれば､意思決定に固有の他の会計情報の特性(例えば､信頼性)
の重要性との関連で目的適合性に伴う重要性も異なるであろうし､また､一









(para.32) と し て､ ド レ- ド･ オ フ の 関 係 に な る 可 能 性 を 示 唆 し て い る｡IASB
の概念フレームワークでは､ ｢有用な財務情報の質的特性は､現在の及び潜在









2006 年 公 表 の デ ィ ス カ ッ シ ョ ン･ ペ ー パ Dーiscussion Paper Qualt'tative
















さ れ る こ と に な る｣(para.qc12) と さ れ､｢ 目 的 適 合 性 を 欠 く 項 目 に つ い て､
忠実な表現､比較可能性､検証可能性､適時性または理解可能性を考慮する












定 に 有 す る も の に す る こ と が で き な い｣(para.QC25)､ さ ら に｢ 補 強 的 な 質 的
特性の適用は､所定の序列に従わない反復的なプロセスをなす｡他の質的特
性を最大化するために､ 1つまたはそれ以上の補強的な質的特性を､さまざ









性 を 示 し た が､ 2006 年 公 表 の デ ィ ス カ ッ シ ョ ン･ ペ ー パ ー で は､ 目 的 適 合 性
と忠実な表現がトレード･オフの関係ではなく､目的適合性により経済現象
が決定され､それを忠実に表現する論理的序列が示されている｡ 2008年公表


































と を 主 張 し て い る112)0
Bandyopadhyay, Chen, Huang&Ranjini は､ 保 守 主 義､ 関 連 性､ 信 頼 性､
109)Johnson 【2005]p.1
110)Johnson 【20051p.2
111) 薄 井 【2008]



























113)Bandyopadhyay, Chen, Huang & Ranjini 【20101
114) 藤 井[20101p.80
115) 藤 井 【2010]p.80 　 質 的 特 性 の 相 互 関 係 は､ 目 的 適 合 性- 忠 実 な 表 現-< 比 較 可 能































































会計責任会計(受託責任会計) 饑 / ｹ b 8輊ﾈ b
開 示 目 的 俥 蝎]ｹ99D8,ﾉｸﾗ2 経 済 的 意 思 決 定 に 役 立 つ 情 報 の 提 供 ĀĀĀĀĀ
開示される情報 倬gｸ,ﾈｬyyﾒ阨駢,(*(,JH竧処饕各種の外部情報利用者:現在､将来 ĀĀĀĀ実を正確にかつ客観的に描写するこ ﾉ8ｨ徊Hﾜ(ﾊHｼh住IﾙWｸｴĀĀĀĀĀĀ
と､そして､信頼のおける数値 亊jH竧初h,rĀĀĀ
情 報 の 特 性 亶ｬｺHﾉ)Eﾉｲ 目 的 適 合 性 ĀĀĀĀĀĀ













117) 中 候 【20051
59
託責任の取扱いは消極的ないし副次的なものである｡また　ASBJの概念フレ





















































120) 森 川 【19891p.99
121) 森 川 【1989]p.106
122)石津【2000】














サ ー ベ イ i>ﾈ 塔eﾒ 宮 本 【2005] 侘8 氿ｳ#ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
企莱情報 x+485ﾘｸ5x88ｸ,ﾈｦy*8/mｩ4h+X,JHﾞ 会計情報と非会書情報 俥kUﾂﾘｴﾂ餮I饑萎kUﾈ､颯6yﾈ,bĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
務諸表における情報と管理会計における情報を包 凾ﾈって財務報告の目的を果たす際に､財務情報のみ 
括 的 に 開 示 す る 枠 組 み 凾ﾈ ら ず､ 非 財 務 情 報 を も 含 め て 体 系 化 さ れ た 情 報 
企莱情報 の意義 8饑,ﾙ8ｨ輊,ﾈﾈvX更,x.ﾘ-ﾈ会計情報が満たすべき規準として､信頼可離 ,ﾘ7(5x6ﾈ5り8(6h8ｸ,侈俘x,+ﾘ檍ﾇhyﾘ."ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
料を提供することを目的とし､かつ情報の目的に 霧ﾆ&枚G丁INHｧ(z2ﾗ&&譌G鋳飫ｹ<r会計方針を規定し､その説明責任を果たすために､ ĀĀĀĀĀĀĀĀ
適合した適切な情報が提供されること )EﾉuｦVF'V宥著,h*(,+ﾘ饑ｴｸ,ﾈｸ*ｩTｲwh,X*.蟹O檍ﾇi4饑,:ﾈ,斡ｸ/ｸ+r.儺ｹwh*ｨ*.追加的な証拠の提供や分析の蓄積が求められている こと､②ビジネス.モデルの開示はナラティプな報 告を通じて､会計方針の設定.変更に係る基礎自体 を説明することに繋がり､非財務情報が不可欠 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
企莱情報 の特徴 俥k顆ｸ,hｬyyﾘ檍ﾇh饑/^y4俾h+r会計情報と非会吾情報は情報基準を満たすこと 倬hｼh,+ﾙ>vX/y駅,kx.,bĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
情報は意思決定に有用であり､目的に適合してい 舒仂iUﾘ廁,ﾈ+ﾘ-ﾉﾙZｩ4饑xﾏｨ*ｩ;x.ｨ.財務諸表.注記府属情#(財務諸表外情痴が一体性 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

























財 務 諸 表 外 情 報 と し て のMC は 英 国 のOperatingandFinancialReview: 以









125) 宇 南 山 【1986]pp.317
126) 宮 本 【2005 】 pp.232･233
127) 古 庄 【2007b 】 pp.74･75













も の で あ る130)0
図表2･3　企業情報の範囲
強 制 開 示  劔 任 意 開 示  











財 務 情 報 非 財 務 情 報  
財 務 情 報  儖 ﾞ k 饑
財 務 情 報 非 財 務 情 報  
< 出 典: FASB SFACNo.5, 広 瀬 【2011 】p.30 を 参 考 に 筆 者 加 筆 修 正>
図 表2-3 は､ 企 業 情 報 の 範 囲 に つ い て､ FASBSFACNo.5RecogDJ't)'oDaDd






































ディスクロー ジャー の変化 h6h4(5ﾘｸ5x88ｲ会計ディスクロー ジャー の拡張 舒仂h饑6h4(5ﾘｸ5x88ｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
開 示 目 的 假9Y9D8,ﾉｸﾗ2 意 思 決 定 有 用 性 i9D2ĀĀĀĀĀĀĀĀ
会 計 機 能 凉 挨 +) 情 報 提 供 凉 挨 +) h 饑 / ｹ
開示客体 乘H甁ﾈﾜ(ﾊ株主,潜在株主 乘H益xﾝﾘｩH益xﾊ,x,ﾉy挨ｭhﾅrĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
情報の有用性基準 亶 ｬ ｲﾈﾉ )Eﾉ ｲ 目的適合性 亊i ｲ VﾆWf R痛 ﾙxｩ ｲ Vﾆ 宥鋳














取 り 入 れ る か の 問 題 と 指 摘 し て い る132)｡ SPAS N0.5 を 手 掛 か り に､ 財 務 諸
表以外の補足情報やその他の財務報告の手段を包括するものを財務報普(

























133) 平 松[19911 pp.12･13
134) 柴 【2002 】pp.67･70
135) 柴 【2002]p.73
136) 柴 【2002 】p.73
137)経済産業省知的財産政策室【2007]





























139) 北 村 【2008] p,25
140)八田【2008】
141) 吉 見 【2008]





















IIRC のDISCUSSJON PAPER TO WARDS INTEGRATED REPORTING -




143)AICPA 【19941､ 岡 田 【2004]､ 尾 畑 【2008]､ ⅠIRC 【2011 】､ 古 賀 【2012]､ 輿 三 野
【2012】､小西【20121
144) 岡 田 【2004] p.38
145) 尾 畑 【2008 】 p.38
146)HRC の デ ィ ス カ ッ シ ョ ン･ ペ ー パ ー で は､ 統 合 レ ポ ー テ ィ ン グ の 基 礎 的 要 素 を
Strategic focus ( 戦 略 的 焦 点) ､ Connectivity of information ( 情 報 の 結 合 力) ､
Responsiveness and stakeholder inclusiveness ( 反 応 性 と ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 包
含 性) ､ Conciseness, reliability, andmateriality ( 簡 潔 性､ 信 頼 性 と 重 要 性) と





























147) 古 賀 【20121








皐畑は0081 吉見一望00  兌ﾘ鉙ｳ涛｢ ĀĀĀĀĀĀ







































































































































































153) 古 庄 【2008b1













































影 響 を 与 え る こ と と し て い る｡ た と え ば､ A とB と の 取 引 が､ 取 引 の 当 事













155)Marshall 【1920 】 ( 大 塚 訳 【1928 】)
156)samuelsonl1947] ( 佐 藤 訳 【19671)､ Samuelsonl19581





































































整 理 す れ ば､ 多 角 化 を｢ 関 連 型 多 角 化(relateddiversification)｣ 162) と｢ 非 関
連 型 多 角 化(unrelated diversification)｣ 163) の 二 つ に 分 類 さ れ て い る｡ 図 表
2-11では､関連型と非関連型の多角化の特徴をまとめた｡
図表2･11　多角化のまとめ
多 角 化 の 種 類  亊 i ﾅ 非 関 連 型  Ā Ā




158)ICPA 【19671para.4,5( 新 井 監 訳･ 磯 部 訳p.132)
159) 田 中 【1976]p.32
160) 吉 原, 佐 久 間, 伊 丹, 加 護 野 【19811 p.9
161) 石 井, 奥 村, 加 護 野, 野 中 【1996 】 p.110
162)関連型多角化は｢企業を構成する各SBUが､開発技術､製品の用途､流通チャネ
ル､生産技術､管理ノウ-クなどを共有している多角化｣ (石井,奥村,加護野,野中





































経 済 的 実 質 の 見 方 兀IZｩ4i_ｲ 全 体 的 な 捉 え 方 ĀĀĀĀ

























れ て い る と し て い る165)｡ そ し て､ 資 産･ 負 債 と い う ス ト ッ ク 要 素 と､ 収 益･
費用(もしくは利益)というフロー要素との関係がどのように変化したかと､
164) 友 杉 【2008]p.13




















































































事 業 リ ス ク 情 報､ MD&A 情 報､ 任 意 開 示 のMC 情 報､ ESG 情 報 等 を 開 示 し
ており､情報利用者にとって企業経営の実態を把握しやすくするための情報
を提供する｡筆者が経営情報の開示実態について､実際の開示状況を調査し
た も の が 図 表3-2 で 示 し て い る｡
図表3･2　企業ウェブサイト上の非財務情報の開示状況
調 査 項 目 Dﾈ8ｻR 剴#iDﾈ8ｻRRĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ育 乖Hﾘr 無 乖Hﾘr 育 乖Hﾘr 無 乖HﾘrĀĀĀĀ
m サ イ ト( 株 主. 投 資 家 の み な さ ま-) 有 無 #R100.0% 0.0% #R100.0% 0.0% ĀĀĀĀĀĀĀĀ
経 営 方 針 有 無  8 1 . 3 %  鼎 " 1 8 . 7 %  s 2 7 6 . 9 %  鉄 " 2 3 . 1 %  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
経 営 計 画 有 無  8 1 . 3 %  鼎 " 1 8 . 7 %  C r 6 5 . 3 %  都 3 4 . 7 %  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
中 期 的 な 会 社 の 経 営 戦 略 有 無 80.4% 鼎B19.6% 涛241.3% 3"58.7% ĀĀĀĀĀĀĀ
事 業 等 の リ ス ク 有 無 3r60.9% 塔39.1% #254.7% "45.3% ĀĀĀĀĀĀĀĀ
デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー ポ リ シ ー 有 無 3R60.0% 涛40.0% 3B59.6% 涛40.4% ĀĀĀĀĀĀĀĀ
事 業 概 況 有 無  8 0 . 0 %  鼎 R 2 0 . 0 %  b 4 7 . 1 %  5 2 . 9 %  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
コ ー ポ レ ー ト ガ バ ナ ン ス( 体 制) に つ い て の 記 述 有 無 ヲ84.0% b16.0% r92.0% 8.0% ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
コ ー ポ レ ー ト ガ バ ナ ン ス 報 告 書 有 無 3259.1% 涛"40.9% ビ83.1% 16.9% ĀĀĀĀĀĀĀ
内 部 統 制( 体 制) に つ い て の 記 述 有 無 80.0% 鼎R20.0% 48.0% r52.0% ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
内 部 統 制 報 告 書 有 無 r7,6% 92.4% 唐3.6% r96.4% ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
C S R 報 告 書 有 無  R 9 1 . 1 %  8 , 9 %  ィ 8 1 . 8 %  鼎 1 8 . 2 %  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
知 的 財 産 報 告 書 有 無 "5.3% 294.7% 迭2.2% #97.8% ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
グ ル ー プ 報 告 書 有 無 唐3.6% r96.4% "9.8% 290.2% ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
統 合 報 告/ 統 合 レ ポ ー ト 有 無   R15.6% 84.4% ĀĀĀĀĀĀĀ















2011 年 調 査 で は183 社､ 2016 年 調 査 で は173 社 で 開 示 さ れ て い た｡ 経 営 計
画 に 関 す る 情 報 は､ 2011 年 調 査 で は183 社､ 2016 年 調 査 で は173 社 と な っ
て い た｡ 経 営 戦 略 に 関 す る 情 報 は､ 2011 年 調 査 で は181 社､ 2016 年 調 査 で
は　93社と開示している企業が大きく減少していた｡また事業等のリスクに





調 査 で は180 社､ 2016 年 調 査 で は108 社 と 減 少 し て い た｡ ま た 東 証 規 則 の
コーポレート･ガバナンス報告書の開示は､東京証券取引所のウェブサイト
上 で 開 示 さ れ て い る 要 因 で2011 年 調 査 で は133 社､2016 年 調 査 で は187 社
となり､企業のウェブサイトでも同じく開示されている｡内部統制報告書の




































































桝 示 頼 度 俑ｨｹ)d} 日 的 偃X, 麌}vRĀĀĀĀĀĀĀĀ
斜度開示 仞uｨⅹV亶ｨ処投資者保 暮 價ﾘﾗ28鹵有飾証券届出書 目論見書 等 價ﾘﾗ8+x.冲ﾈ伊H,ﾉ>vXｷ+ｸ,ﾉtﾈ伊H/Jﾘﾗ8+x.舒撕>vX.)TH8ｻY98ｵbｸ鳧,俥X鹵ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
投資家に有新証券の売買に必要な判断を行う機会を与え るもの 





会社法 况(ﾊ]ｲwｲ事乗報告 書欝計算書類､計井手 剿雛]金の紀当に罪する分配可能額の範Pを潮限し､資産 の戎tIを防ぐ一方で､鼻音者の行動を監視するため､受 託責任の善行状況を株主に繊昔すること ĀĀ計算書類(貸借対席表､損益計算書､株主資本等変動計 
* 臨時計算書章 等 剋Z事､個別注記表) 
i時決算日を設けて貸借対照表､損益計算書の計算書類 のこと
























企業 情報 開示 ｨ7ﾘ8X6h4(5ﾒ財務的 佝9ﾉ.(ﾞﾘ9H/麌+x+ﾒ-ﾉwio4饑ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
非財務的 舒仂h,ﾈﾆ9ﾉ.(ﾞﾘ9H,ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
-ジャー 剏Wる追加的情報や経営上の重 要項目およびリスク情報等の 情報 
補完 ディスクロ- 俥k4経営成績や財政状態を示すた めの詳細な情報 ĀĀĀ
非財務的 舒仂h,ﾈﾆ9ﾉ.(ﾞﾘ9H,ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ








常 損 益､ 当 期 純 損 益､ 資 本 金､ 純 資 産 額､ 総 資 産 額､ 負 債 額､ キ ャ ッ シ ュ･
フローの状況(資本の財源および資金の流動性)を示すことになる｡また非
財務的な内容として､発行済株式数､一株当たり純資産､一株当たり配当額､
一 株 当 た り 当 期 純 損 益 額､ 自 己 資 本 比 率､ 自 己 資 本 利 益 率ROE､ ROA､ 株 価





を 確 保 す る こ と に な る｡ そ れ に よ っ て ミ ニ マ ム･ デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー は､ 企
業情報の企業間比較の可能性を高めるものである｡



































































168) 川 村 【2005]p.47
169) 会 田 【19971p.25
170) 山 桝･ 島 村 【1975 】p.128










































































(Conceptual Framewoz･h roz･ Fl'DaDCl'al Reportl'Dg 2010 : 以 下｢ IASB20 10｣
と い う)｣ を 公 表 し た｡ IASB2010 で は､ 財 務 諸 表 か ら､ 財 務 報 告- そ の 対 象
範囲を広げた｡財務報告は､基本財務諸表と注記からなる財務諸表と､その
他の財務報告書から構成されている｡IASBは2013年7月にディスカッショ
ン･ ペ ー パ ｢ー 財 務 報 告 に 関 す る 概 念 フ レ ー ム ワ ー ク の 見 直 し｣ (Dl'scussl'oD
Papez･ A Revl'ew of'the Conceptual Fz･amewoL･h foz･ Fl'DaDCl'al Reportl'Dg :
以 下｢IASB2013｣ と い う) を 公 表 し た｡ 図 表3-5 はIASB の 財 務 報 告 の 範 囲
をまとめたものである｡
図 表3-5 IAS13 の 財 務 報 告 の 範 囲
財務報告 
財 務 諸 表 凾ｻ の 他 の 財 務 報 告 書 
基 本 財 務 諸 表 ﾘｴﾂĀĀ
< 出 典: IASBl20101 Conceptual Framework for Financial Reporting





算 書)､ (C) 持 分 変 動 計 算 書､ (d) キ ャ ッ シ ュ･ フ ロ ー 計 算 書 で あ る(7.14)0
また､財務諸表注記は､ ｢基本財務諸表を補足するものである｡ ･･･ (中略) ･･･
財務諸表注記の目的は､以下に関する追加的で有用な情報を提供することに




















172) 秋 葉 【2012]p.137









財 務 諸 表  i : ヽ ヽ  
経 営 者 に よ る 説 明 謡tﾘ w X 耳 蒔B(ｺ ｨ 耳 耳 耳 ｺ ｨﾟ ｵh ｲ(uｳ主 要 財 務 諸 表 書 注 記 
















175) 任 意 開 示(Discretionary Disclosure) は､ 自 発 的 開 示(Voluntary disclosures)
といういい方もされる｡任意開示にはインベスタ ･ー リ　レーションズ活動その他の































177) 日 本 会 計 研 究 学 会 特 別 委 員 会 【2009] ､ 広 瀬 【2011 】pp,27･28. さ ら に､ 円 谷 【2012] は
広 瀬 の 概 念 整 理 を も と に 詳 細 な 検 討 を く わ え て い る(pp.110･112) 0
178) 広 瀬 【20111pp.28･29




要｣､ ｢ 生 産､ 受 注 及 び 販 売 の 状 況｣､ ｢ 事 業 等 の リ ス ク｣､ ｢ 研 究 開 発 活 動｣ 及
び｢ 財 政 状 態､ 経 営 成 績 及 び キ ャ ッ シ ュ･ フ ロ ー の 状 況 の 分 析｣ の 項 目､ ｢ 設
備の状況｣の項目､ ｢提出会社の状況｣の｢株式等の状況｣､ ｢自己株式の取得




















｢ 財 政 状 態､ 経 営 成 績 及 び キ ャ ッ シ ュ･ フ ロ ー の 状 況 の 分 析｣､ ｢ コ ー ポ レ-
180) 企 業 会 計 審 議 会 【20111 p.ll
181) 企 業 会 計 審 議 会[2011] pp.30･31
182) 古 賀･ 挑･ 島 田 【2011 】p.154
183) 古 賀･ 挑･ 島 田 【20111p.155
184) 古 賀･ 桃･ 島 田[2011 】pp.154･157











報 は｢ 知 的 資 産 情 報 やCSR 情 報(ESG 情 報 を 含 む)｣ 190) を 想 定 し て い る｡













186) 小 西 【20151p.140




191) 詳 し く は 山 崎 編 著 【20101 を 参 照 の こ と｡ と く に 第1 章､ 第2 章､ 第3 章､ 第6 章 が
参考となる｡
192) 山 崎 【2010 】p.4
193) 古 庄[20101p.1｡ 財 務 諸 表 外 情 報( ナ ラ テ イ ブ 情 報) の 収 容 す る 場 と し てIASB が
2010 年 に 公 表 し た 実 務 意 見 書｢ 経 営 者 に よ る 説 明(Management Commentary:






























































































































































視 点 饑,ﾉｸｦ 対 象 ĀĀĀĀ
会計情報 俥ﾉﾈ,ﾉy挨+)ｬyﾙ]ｹ8,ﾉ9D8y駅*x-ﾘ+ﾙﾒxｩｲ説明義務の遂行 舒仂h,ﾈﾞ蜥,ﾉ¥佛r.vR定量 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
財務情報 俥ﾉﾈ*yy挨+"雍Eﾂ阨駢ｬyyﾒ状況説明､会計情 舒仂h,ﾈﾞ蜥,ﾉ¥亊b+x.vR定量. ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
の責任×利用者か らみた関連性 兩 ,ﾉ,x 4 k ｲ
補足情報 俥ﾉﾈ,ﾈ饑/ｹｴEﾈ*h-ｮ仂hﾆ,ﾈ8ｻX.(ﾆ8ｬ"ｺHﾞﾘ9H*b-ﾆ9ﾉﾘ+8-ﾂ+H-ﾈ,Xｻ.+ﾒ.x+xEﾉｸ騫駅*x-ﾘ+ﾙxｩｲ,hｭiｲ会計情報および財 務情報と経営情報 舒仂h,ﾈﾞ蝌ｮﾂĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
の 不 足 を 埋 め 合 わ ﾉ¥ 鶇ﾆ 榎｢
せ る も の 8ｨ 佛y. ｲ
情報利用者の理解 を助ける情報 竸)ｹ>vRĀĀĀĀ
経営情報 俥ﾉﾈ,ﾉy挨+),h饑/ｹzBｮ仂hﾆ8,僵ｨ*H+2財務諸表を的確に 舒仂h,ﾈﾆ8蔗ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀま ざ ま な 影 響 を も 凉ﾘ+x.ﾘ- 咤 活 動 に 係 る 定 性 ĀĀĀĀ







































ⅠIRC 　 は 　2013 　 年( 平 成 　25 　 年) に､ 国 際 統 合 報 告 フ レ ー ム ワ ー ク
























情 報 量 を 明 ら か に し､ ミ ニ マ ム･ デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー と し た｡ と く に､ 企 業
が作成した開示情報を､制度や規則により共通した開示項目を最小限の範団
をもとに必要で十分な情報開示を､ミニマム･ディスクロージャーと呼んだ｡
そして情報開示項目はミニマムの部分と補完の部分に分けることを定義した｡
企業の実態は財務情報だけではなく､企業の多様な事業および環境を理解
できる総合的企業情報を用いることでより理解できる｡総合的企業情報は､
情報利用者に対して企業の経営活動に関する全社的な事柄を伝えるものであ
り､情報を全体としてみるときに､企業の実態を示す総合的な情報と考える
ことができる｡
113
